
農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

中国の農村金融改革と我が国農協制度

昨年，我が国の農協，農村金融制度について中国の農業金融関係者に説明する機会があ

った。現在の中国においては，都市部と農村部の所得格差が極めて大きな社会問題となっ

ており，農村部の経済発展を阻害している大きな要因の一つとして考えられているのが，

農村における金融機能の著しい遅れである。この農村金融改革の方向の一つのモデルとし

て，我が国農協が農村金融に果たしてきた役割が注目されている。

我々の説明は，歴史的な視点から，農協を中心とする日本の農村金融制度が，いかにし

て農村の維持・発展に寄与してきたかについて，中国側関係者の理解を求めることにあっ

たが，我が国の制度をそのまま現在の中国に適用することには障害も多い。中国の関係者

に理解を求め，議論する過程は，同時に，我が国の農協制度がいかにして成立し得たかを

自ら省み，今まで当然のこととして受け入れてきた我が国の社会的・制度的条件がいかに

貴重なものであったかを再認識する過程でもあった。

一つの驚きであったことは，かつての我が国農村において当然のように存在していた

「村落共同体」的な考え方が，現在の中国においては希薄化し，むしろ協同組織の導入に

反感をもたれる傾向すらあるということであった。かつての人民公社による，いわば「強

制された共同体」に対する反発が，自発的・民主的な共同体の形成をも阻害している可能

性があるということである。我が国の制度が，国の政策的意図のもとに導入されたもので

あったにせよ，その基盤にあった村落共同体の思想が，制度の定着・発展にいかに重要で

あったかが改めて認識されることとなった。

再認識の第二は，我が国農協の総合事業制が，経済的に弱い立場にあった農民の力を結

集するうえでいかに重要であったか，という点である。現在，中国の農村部においては，

信用合作社という，信用事業のみを行う協同組合組織が存在する。しかし，農作物の販売

を個々の農家が集荷業者との相対取引で行い，かつその取引の大半が現金決済で行われる

ことから，貸付のほとんど唯一の担保手段である農産物，その販売代金ともに，信用合作

社がそれを補足する手段がない。決済性預金の歩留りに乏しく，吸収する預金の大半は金

利の高い貯蓄性預金であり，高い貸倒率と相まって，貸付金利は高利とならざるを得ない。

農業収入の不安定性，万一の事故等をカバーする共済の手段も持たない。これらが，ただ

でさえ乏しい農村部への資金還流のパイプをさらに細くするといった悪循環をもたらして

いる。

現在，農村金融改革の方向として，中国当局の中には大きな路線の対立があると言われ

ている。一つが上記のような協同組合形態の金融機関を利用する方向であり，いま一つが

農村部における金融機関を商業銀行化し，市場メカニズムを活用しようとする方向である。

現在の状況を見れば，市場メカニズムの盲目的な信奉は，弱者の切り捨て，信用不安の増

大により，農村経済，農村金融機関に壊滅的な打撃を与えかねない。中国農村の自律的発

展のためには，たとえそれが遠回りに見えようとも，農民の協同意識の育成と，弱い事業

基盤の相互補完が可能な協同組織の形成が極めて重要であるように思われる。

（（株）農林中金総合研究所基礎研究部長　原　弘平・はらこうへい）

今 月 の 窓

99年4月以降の『農林金融』『金融市場』

『調査と情報』などの調査研究論文や，『農林

漁業金融統計』から最新の統計データがこの

ホームページからご覧になれます。

また，メールマガジンにご登録いただいた

方には，最新のレポート掲載の都度，その内

容を電子メールでお知らせするサービスを行

っておりますので，是非ご活用ください。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2007年２月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・市部・郡部別世帯構造等にみる農村の人口問題

・食品の安全・安心を巡る動向と課題

【協同組合】

・組合員の視点から事業方式の再構築を目指す

ＪＡ四万十

・フランスの協同組合銀行と連帯ファイナンス機関

ADIEの連携

――協同組合銀行のCSRの一部として――

【組合金融】

・コーホート分析による農家人口の将来推計

【国内経済金融】

・住宅ローン需要の動向と地域金融機関のローン戦略

・遅れる「企業から家計への波及」

――労働生産性上昇率を下回る状況が続く賃金上昇率――

・八千代銀行の資産運用アドバイス業務

・横浜信用金庫の社会貢献

【海外経済金融】

・米国クレジットユニオンの個人ローン戦略

――経営理念に強く結びついたサービス展開――

・米国産トウモロコシの日本向け輸出の物流と価格構成

――流通コスト上昇がもたらした状況変化――

本誌に掲載の論文，資料，データ等の無断転載を禁止いたします。
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今月の経済・金融情勢（2007年１月）
日中農村金融セミナーを開催（2006年11月，北京）
2006～07年度経済見通し改訂（２次ＱＥ後）
（2006/12/11発表）

2006～07年度経済見通し（2006/11/17発表）

平成20年４月入社新卒研究員採用情報
日本の農業・地域社会における農協の役割と将来展望
――最近の農協批判に応えて――
（「総研レポート」18調一No.3/2006年５月）


